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[要旨]

戦後ドイツの年金制度は大きく変貌を遂げてきた。本研究の目的は、漸進的制度変化の議論を援用しなが

ら、 I福祉拡充期」と[福祉縮減期jのそれぞれに特徴的な制度変化のパターンを抽出することにある。「福

祉拡充期」には、制度廃棄・置換といった急激な改革が実施され、変化の結果も大規模であったため、 ドイ

ツ年金制度は実質的な普遍主義モデルへと接近したといえる。アデナウア一政権期には、 1957年年金改革に

よって修正賦課方式と動的年金が実現された。キージンガ一大連立政権期には、労働者年金と職員年金の財

政調整が行われ、給付水準の平準化が実施された。プラント政権期には、 1972年改革によって早期給付オプ

ションや最低給付水準が設けられ、加入者を増やす政策(任意加入制や自営業者への年金開放)が実行にう

つされた。「福祉縮減期Jには、制度停止、制度転用、制度重層化といった漸進的変化ではあったが、上部

I階層」の改革(賦課方式)や I累積効果J(賃金スライド、早期退職、賦課方式という年金制度のすべての

主要部分が変化)によって大規模な制度変化がもたらされたといえる。たとえば、シュミット政権とコール

政権は数々の縮減改革に取り組み、給付水準の低減と給付開始年齢の引き上げを行った。さらに、シュレー

ダ一政権では積立方式のリースタ一年金が付設された。
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[abstract] 

German pension has changed greatly for the last several decades. This paper deals with the case of German pension 

as an example， for explaining the pattems of institutional change in the era of welfare expansion and retrenchment. In 

the era of expansion， German pension tended to substantial universalism because of institutional elimination and 

replacement (for example pension reforms of 1957， 1969 and 1972). On the other hand， institutional conversion， lay-

ering and suspension have occurred in the era of retrenchment (for example pension reforms of 1977， 1992 and 2001). 
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はじめに

本論文では、福祉国家の漸進的変化を扱う。その際、改革が遅々として進んでいないと評価される「保守

主義型福祉国家J(Cf. Esping-Andersen 1990)、とりわけその典型たるドイツ 1)に注目する。福祉制度の中で
も、特に年金制度の変遷に焦点を当てて、保守主義型福祉国家でも大きな制度変化が生じてきたこと、そう

した変化は政策決定主体の変容によって惹起されたことを示していく。

近年の福祉国家研究を一瞥すると、保守主義型福祉国家の評価が低下の一途を辿っていることがわかる。

ごく簡潔にまとめるなら、保守主義型福祉国家は、女性の労働市場参加要求の高まり、グローパル化の圧力、

サービス産業化など新しい環境に対応できていないにもかかわらず (Scharpfand Schmidt [2000]; Hassel 

[2001]; Manow [2001])、政治の改革能力が乏しいために福祉国家は変化しにくい、と捉えられているので

ある (Pierson[2001]; Huber and Stephens [2001]; Taylor-Gooby [2004]; Bonoli [2006])。いわば、「保守主

義型福祉国家の凍結仮説jとも呼ぴうる見解が提起されてきたといえる 2)。

本論文では、この「保守主義型福祉国家の凍結仮説jを批判的に検討していく。その際、制度変化のヴァ

リエーションとして「漸進的な制度変化Jという概念に着目しながら分析を進める。

第1章分析視角の提示

I 制度変化の諸類型

上記の「凍結仮説jの説明として、これまでは主に「経路依存性」という概念が用いられてきた。たとえ

ばPiersonは、編著 rTheNew Politics of the Welfare State.lにおいて、既存の福祉制度が受益者団体を生み出

し、新制度の創設や運用には多大なコスト(諸アクターの利害調整や運用方法を学ぶために支払うコスト)

がかかることから、既存の制度が経路依存性を示す点を指摘した (Pierson[2001])。経路依存性のもっとも

強力なものとして「ロックイン効果Jがあるが、これは、いったん制度が成立すると、制度は「正のフィー
ドパックjによって「自己強化jの過程をたどり、結果として制度変化が起こらない、というものである。

しかしながら、経路依存性については、多方面から批判が噴出するようになっている (Pierson[2004]; 

Mahoney [2000]; Thelen [2003; 2004]; Hall and Taylor [1999])。その批判の矛先は、経路依存性における制

度変化の扱い方に向けられている。

たとえば、 Thelen'土、既存の制度からの「フィードパックjは多様であり、経路依存性がいうように必ず

しも制度を「自己強化jするとは限らない、と主張する。一例として、負のフィードパックがあり、制度が

いわば「自己崩壊」的な過程をたどり、実質的な制度変化が生じる場合がある (Cf.Thelen [2004])。

また、経路依存性では、断続均衡モデルを前提としている点にも批判が集まった。断続均衡とは、アクタ

一間の均衡として制度が安定しており、そこから、均衡状態が崩れて「決定的分岐点J(critical juncture)を

迎え、アクターによる制度変化が行われ、そして再び均衡状態に至る、という考え方である。この断続均衡

に対しては、 Mahoneyが、政治の役割、とりわけその制度を成立せしめる権力関係(の非対称性)が漸進的

に変化することによって、「決定的分岐点jに至らずとも制度変化が生じる可能性を指摘している

(Mahoney [2000])。

このように様々な批判があるが、多様なフィードパックや政治の役割という論点を踏まえて提起されたの

が、 fi斬進的な制度変化jである。以下でその議論を見ていこう。
Hackerは、制度変化の四様式を提起している (Hacker[2005];新川・ベラン [2007];宮本 [2008])。それ

らは、漂流 (Drift)、転用 (Conversion)、重層化 (Layering)、廃棄・置換 (EliminationJReplacement)であるヘ

漂流とは、変化した環境によって制度の実質的な変化が生じることであり、転用とは、制度に新しい目的が

付与されることである。重層化は、既存の制度に新制度を重層化することであり、これによって既存の制度

の変化を引き起こすことである。そして、既存の制度を廃棄して、新制度を創設することは廃棄・置換と呼



近藤正基「ドイツ福祉国家の漸進的変化J

ばれる。これらを、政治的環境と制度への抵抗という 2点から見ると、下図の通りとなる(図 1参照)。

その制度自体の ー
変化に対する抵抗 同

政治的環境の現状維持志向

漂流
(Dri代)

重層化
(Layering) 

高

低

転用
(Conversion) 

廃棄・置換

( Elimination/Replacement) 

図 1 制度変化の四つの様式

IH所:Hacker [2005J， p.48 (rll~fiでは宮本 [2008J ， 55頁)より作成。
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しかしながら、上図の四様式にも、いくつか難点がある。ここでは、制度変化の様式と変化への抵抗との

関係に焦点を当てて、以下の3つの問題点を指摘しておきたい")。

第一に、廃棄・置換がもっとも困難な制度変化であり、その反面で漂流がもっとも容易であるという点は

妥当といえるものの、制度転用と制度重層化については、対象となる制度によって抵抗が異なると考えられ

る。そのため、「制度的階層性J(Amable [2003]) という概念をあわせて考慮する必要があろう(阪野

[2006] )。この概念を用いれば、階層性が高い制度であれば変化への抵抗が激しく、低ければ大きな抵抗は

ないと考えられる。

第二点として、漸進的な制度変化(漂流、転用、重層化)には上図に収まらないヴァリエーションが存在

することが挙げられる。たとえば、現行制度の一時的停止という「制度停止jが考えられる。これが断続的

に採用されれば、廃棄・置換と同様の効果を持つものの、一時的な停止という体裁をとることから、激しい

抵抗が起こりにくいと考えられる。

第三点として、時間軸の問題を取り上げたい。たとえば、仮に制度廃棄・置換であっても、制度変化の効

果が長期間にわたって現れる場合には、紙抗は小さいと考えられる (Weaver[1986; 1998])。また、たとえ

漸進的な変化であっても、「累積効果J(Pierson [2004])によって大規模な制度変化が生じる場合5)、制度

変化への激しい反対が予想される。つまり、制度変化が過去に生じてきた、そして将来に生じると予測され

る時間の帽によって、制度変化に対する抵抗は変わるのである。

制度の階層性、漸進的変化のヴァリエーション (1制度停止J)、時間軸 (1累積効果J) という三つの観点

から、ハッカーの議論に修正を加えた。これらの点を踏まえた上で、実証分析を行うこととする。

E 党派支文連合

次に、棺祉政治を分析する際の視角について述べたい。本論文では、制度変化を惹起する政治的要因とし

て、とりわけ連合形成に着目する。その際、「党派交叉連合jという新しい概念を利用することにしたい。

この概念は、 Swensonの「階級交叉連合jや伊藤の「大企業労使連合|とは異なり、階級間の提携を指すも

のではない (Swenson[1991];伊藤 [1988]61) 0 1党派交叉連合jとは、政党レベルにおいて、近しい政治

目的を有する集団同士が、自らの権力資源を増強させるために、「党派Iを跨って統一戦線を形成すること

を意味する。
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そうした政党レベルでの「党派交叉連合jは、一定の共通した社会的基盤(例えば階級)を持つ場合に成

立しやすい。その意味で、「党派交叉連合jは階級 I問」の連合ではなく、むしろ党派に基づいて分裂した

階級を再統合しようとする方策であるから、階級「内」連合という性格を持つといえる(近藤 [2009J)。

改革を実施する「党派交叉連合jと、これに抵抗する「党派交叉連合」との権力関係によって、どのよう

な制度変化が生じるかが決まるといえる。

E ドイツにおける福祉政治の特徴

本論文は、党派交叉連合という概念を中心として、ドイツの年金制度を分析する。実証分析に入る前に、

まずもってドイツにおける党派交叉連合とその福祉選好を明らかにする必要があろう。

福祉政策に焦点を絞ると、ドイツでは、「福祉連合jと「自由主義連合」という二つの「党派交叉連合J

が対立を繰り返してきたといえる。一方の極には、キリスト教民主・社会同盟内部の社会委員会派という派

閥71、SPD81、FDPの社会的自由主義者(1980年代前半まで91)が属する「福祉連合」が存在する。社会委

員会派は、補完性原理、職域別福祉、保険主義、非プロレタリア化といった「社会資本主義j的選好を持ち

(Van Kersbergen [1995J; Leitner [2002J)、その一方でSPDは伝統的社民主義を標祷していた。本論文では、

この「党派交叉連合」を「福祉連合」と呼ぶ山。

他方の極には I自由主義連合」が存在し、これにはキリスト教民主/社会同盟の経済派や中間層派111、

FDP (1980年代半ばから) (横井 [2000J121)、そして2000年ごろからはSPD内のモダナイザー(小野 [2002J;

西田 [2000J)が属するようになっている。

次に、政治制度と福祉制度から、ドイツにおける福祉政治の特徴を見てみよう。 I凍結仮説」が指摘する

ように、ドイツでは大規模な制度変化を回害する要因がいくつか存在する。

ドイツでは、政治制度における拒否点が数多く存在する印。拒否点としては、連邦参議院がまずもって挙

げられる。同時に、連立政権が常態化しているため、連立パートナーが拒否権プレイヤーとなりうる。加え

て、先述したように、政党の内部を見ると、そこでは異なる福祉選好を有する派閥が割拠している。それゆ

え、党内にも拒否権プレイヤーが存在するといえる (Merkel[2003J)。

政治制度だけではなく、福祉制度の特徴もまた、大規模な制度変化を妨げる要因と捉えられている。たと

えば年金制度の場合、賦課方式から積立方式への置換を行うとなると、現役世代が旧制度と新制度の双方に

払い込むという「二重支払い問題」が生じる (Hinrichs[1995J)。それゆえ、制度変化に要するコストが高

くなるのである。加えて、社会保険方式は、労組の権力を高める効果を持つ。すなわち、年金について言え

ば、労組は保険料拠出者の代表組織という立場にあるから、年金制度の決定過程に参加する正当性を保持し

ているのである。

これらのドイツ福祉政治の特徴を確認したうえで、以下では実証分析を行う。

第2章 実証分析ードイツの年金制度と政治

ここでの分析の主眼は、 1970年代半ば以降、つまり一般的に「福祉縮減期」と呼ばれる時期の福祉国家の

展開にある。ただ、そこでの変化を見据えるためにも、 1970年代半ばまでの「福祉拡充期jの福祉国家の展

開についても考察を加える。

1 r福祉拡充期」の制度変化と政治
一般的に「福祉拡充期」と呼ばれている時期(戦後-1970年代半ば)、年金制度には急激な改革が加えら

れ(変化の過程=急激)、大きな変化(変化の結果=断絶)を経験した(表1参照)。制度変化としては、一

つは、制度廃棄・置換、いま一つは、制度転用を挙げることができる。転用は漸進的変化とはいえ、社会保

険方式という上部 I階層」を改変しようという試みであったため、大規模な制度変化と位置付けられる。そ
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表 1 制度変化の過程と結果

変化の結果

連続 断絶

漸進
適用による

漸進的変容
再生産

変化の過程

急激 存続と回復 崩壊と交替

H伊庁:Streeck and Thelen [2005J， 9頁(邦訴では阪野 [2006J，77頁)より作成。

れらの改革の結果、「保守主義型」の年金制度(社会保険方式)が「社会民主主義型J(国民皆保険制度)へ

と近接していったのであった14)。

そうした大きな変化を、急激な改革によって実現できた要因は、福祉政治の二つの特徴に求められる。す

なわち、第一に、社会委員会派とSPDの「党派交叉連合jである「福祉連合jが強力であり、第二に、「手

柄争ぃ」のため、社会委員会派とSPDの福祉拡充路線が各政党の合意を集めやすかったことである。そうし

た理由から、「福祉連合jは年金制度を急激に改革することができたのである 15)。

1 制度廃棄・置換-1957年年金改革

1949年のドイツ連邦共和国の建国から数年間、給付水準がおよそ30%であり (Hensen[1977J)、年金生活

者の窮乏化が明らかであったのにもかかわらず (Hentshel[1980J凶)、その場しのぎの年金改革が行われた

に過ぎなかった。 1951年の時点で平均賃金は倍増していたのにもかかわらず、年金給付額は25%上積みされ

ただけであり、 1952年にも改革が実行されたが、月額5マルクの増額が決定されたにとどまった。

ょうやく 1957年に年金改革が実施され、積立方式から賦課方式への制度変化が実施される。この改革によ

り、基礎保障と所得比例部分を組み合わせた従来の年金計算式が廃止され、賃金と保険加入期間によって給

付が算定されるようになったm。その他の特徴として、職域を基礎とした制度である点、保険料は労使で折

半である点、そして賃金スライドの導入によってインフレ・ヘッジが盛り込まれた点が挙げられる。また、

この改革の結果、給付水準は30%前後から約67%へと大幅に上昇したことも強調しておきたい (Steffen

[1988J)。こうして、年金制度の新しい経路が設定され、この上で戦後の年金制度が展開していくことにな

る。

次に、福祉政治に自を向けてみよう。 1957年の年金改革の政治過程を見ると、 CDU/CSU内部の社会委員

会派とSPDの合作であったことがわかる。社会委員会派が提出した法案と、 SPDの起草した案は酷似してい

た。確かに、給付水準や保険聞の給付水準平準化という点では相違が見られたものの、賦課方式と賃金スラ

イドを盛り込むことでおおむね一致していたのである 1810 そのため、連立パートナーのFDPが反対している

にもかかわらず、 SPDの同意によってCDU/CSU案は可決されたのであった (Cf.Hockerts [1980J 19))。

2 制度転用-1969、1972年改革

キージンガ一政権からプラント政権までの期間、 i新進的改革(転用)が実施される。ただ、漸進的改革と

いっても、これは社会保険方式という上部「階層」を改変しようとする試みであり、その意味で大きな制度

変化だ、ったといえる。そうした改革の結果、年金における社会保険方式が維持されながらも、実質的には国

民皆保険制度へと傾斜していくことになる。

まず、 1969年改革で、労働者年金と職員年金の財政調整が開始された20)。この措置によって、両年金問の

給付水準の平準化が行われることになった。加えて、 1972年改革では、年金の「開放j措置が採られ、原則

として全国民が労働者年金または職員年金のいずれかに加入できるようになった21)。こうして、社会保険制

度が「転用jされ、社会保険聞の給付平準化と全国民への加入権の付与という改革を通じて、ドイツ年金制

度は実質的な国民皆保険制度に接近していくことになるのである。
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加えて、 1972年改革では、年金給付年齢の柔軟化も実施された。 65歳からの給付開始が63歳からの選択制

へと改められ、失業者や主婦に限っては60歳からの選択が可能となった幻)。これは、年金に早期退職効果を

付与するものであり、「制度転用」として把握できる。

以上の漸進的改革の累積効果によって、成立して15年のうちに、 ドイツ年金制度は大きく変貌を遂げてい

ったのである。

福祉政治に目を向けると、これらの改革でも社会委員会派とSPDの「福祉連合Jが決定過程を主導してい

たことがわかる。 1972年年金改革の政治過程を例にとって見ると、 SPDから年金の「開放j措置制と給付開

始年齢の柔軟化が、社会委員会派から最低所得者の年金換算率の上昇が提案された24)。結局、 SPDは社会委

員会派案を盛り込み、両勢力の賛成の下、 1972年年金改革が達成されたのである(近藤 [2009J)。

II r福祉縮減期Jの制度変化と政治
「福祉縮減期jと呼ばれる時期 (1970年代半ば以降)、「拡充期」とは異なって、漸進的変化を目指す改革

が主流となった。ストリークとセーレンの言葉を借りれば、変化の過程は「漸進jであった(表 1参照)。

だが、変化の結果は大規模なものであった。たとえば、「制度転用J、「制度重層化j、「制度停止」が採られ

たが、それらの制度変化の「累積効果jと、改革の対象となる制度が次第に上部階層にまで到達するように

なり、結果として大きな制度変化が惹起されたのであった。

i新進的改革が増加した理由は、次の二つである。第一に、対立する「党派交叉連合j聞の権力関係が桔抗

状態にあったことである。「自由主義連合」が強化され、その一方で、、年金制度の維持を目指す「福祉連合j

(社会委員会派とSPD)は衰微していた。それゆえ、両者の妥協としてj新進的変化が採用されたのであった。

第二に、有権者の「非難jを回避するためにも、急激な改革は困難だったことである。

I 制度漂流一第一次Schmidt政権期

上記のとおり、 1972年までの一連の改革によって、受給開始年齢の選択制、最低給付額保障制、任意加入

制、給付の増額が決定された。その結果、年金財政は急速に逼迫していくことになる。だが、 1974年から

1976年までの期間、有効な対応策が採られなかったために、年金制度には制度漂流の危機が高まっていた。

すでに1975年時点で7カ月分の剰余金しかなかった年金財政は、その後はますます枯渇していくとの試算が

出されており、 1981年には赤字に転落することが発表された。また、これを防ぐためには20%以上の保険料

を徴収する必要があると見込まれていたのであった (BMA[1975J)。

このような制度漂流の危機を克服するために、 1977年以降、次々と漸進的改革が実施されていくことにな

るである。

2 制度停止一賃金スライド

第二次Schmidt政権から第一次Kohl政権まで、とりわけ賃金スライドが焦眉の課題となった。先に述べた

様に、 ドイツでは制度廃棄・置換といった急激な改革は困難であるから、漸進的改革が実施されていくこと

になる。賃金スライド制に対しては、制度停止という漸進的改革が採用された。

まず、 1977年年金改革で、賃金スライドによる給付の引き上げが半年間繰り下げられることが決定された。

続いて、 1979年にも賃金スライドの3年間据え置きが決まった。さらには、 1982年から I年半の期間、再び、

制度停止が実施された。このような漸進的改革を断続的に採用することによって、制度廃棄・置換という大

規模な改革なしに、 5年間賃金スライド制を停止することができたのであるお)。結局、 1984年に、賃金スラ

イドが適用される賃金が、 3年前の賃金から前年の賃金へと変更されることになり、賃金スライドは給付抑

制のために転用されることになった田)。

では、政治に目を向けてみよう。これらの改革の決定過程では、当初はSPDと社会委員会派による抵抗が

見られたものの、「自由主義連合jとの妥協によって改革が進展していった。一例として、 1977年改革を見
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てみよう。この改革の政治過程では、 i斬進的改革が両連合の妥協点として見出された幻)。また、漸進的改革

が採用されたもう一つの理由は、福祉拡充政策からの急激な転換が困難だった点である。どの政党も選挙公

約に年金縮減を盛り込まなかったために盟)、年金改革が公約違反と捉えられかねない状況にあった。そうし

た理由から、急激な改革は困難であり、漸進的な改革が採用されたのであった。

3 制度重層化①一早期退職制

早期退職者の増加に対しては、給付開始年齢の引き上げ、早期給付の減額、稼働能力テストの厳格化、そ

して高齢者パートタイム法による高齢者の就労促進という対策が採用されてきた。

給付開始年齢の引き上げは (65歳)、 1988年より開始され、その後、 1992年や1996年にも実施された。早

期給付の減額や稼働能力テストの厳格化も、 Kohl政権下で漸次実行されていく。また、年金制度外で制度重

層化が行われ、早期退職者数の抑制が図られるようになる。その代表例が高齢者パートタイム法であり、こ

れは1988年に制定された。この制度は、 58歳~62歳までの高齢労働者をパートタイムに移行させ、その空き

ポストに若年労働者や職業訓練生を据えれば、賃金補助が支給されるというものであった。これは、失業率

の抑制という目的のみならず、高齢労働者が労働市場から退出するのを防止し、年金給付を抑制するための

施策であった。その一方で、パートタイムの高齢者に対しては、在職のまま年金を受け取れる部分年金制度

が1992年改革で発足し、給付の抑制が目指された。なお、高齢者パートタイム法は、 1996年に再度改正され、

賃金補助が増額されたのであった四)。

これらの改革は、 Kohlが率いる「自由主義連合」が主導していたが、社会委員会派とSPDの「福祉連合J

の賛同を得ながら決定されていった。高齢者パートタイム法は制度重層化であり、かっ年金制度の外部に設

置されたことから、「可視性Jを低減させる効果を持った (Weaver[1986J)。そのため、「福祉連合」の賛

同を容易に得ることができた。ただ、 1996年改革は直接的に年金を改変する事から、とりわけSPDが激しく

反対した30)。結局、 SPDは反対姿勢を崩さなかったので、年金改革はFDPと経済派・中間層派によって断行

されたのであった。

4 制度重層化②一賦課方式

2001年年金改革では、賦課方式の公的年金に、積立方式の個人年金が重層化されることになる。この個人

年金は、設立当初は所得 1%の保険料率であるが、 2008年までに 4%に拡大するとされ、公的年金のおよそ

4分の l程度にまで拡大すると定められたのである311。当然ながら、この制度への保険料は労使折半ではな

く、加入者個人となっている。その後、 Rurup改革によって、個人年金は自営業者にも対象者を拡大してい

った(小榔 [2008J)。

こうした重層化は、すでに1999年改革から企図されていた。ここでは、 1999年改革と2001年改革の政治過

程を見てみよう(近藤 [2009J)。

制度重層化は、確かに漸進的改革ではあるが、 1999年と2001年の改革は、 1957年年金の上部「階層」たる

賦課方式に抵触するため、激しい抵抗を生み出した。 1999年改革では、「自由主義連合」に対して党内外の

「福祉連合jが抵抗し、そのほか労組からも批判が浴ぴせられた。その結果、時のKohl首相は積立方式導入

案を早々に断念することになった。 2001年改革では、弱体化していたとはいえ32)、やはり「福祉連合J(と

りわけSPD内部の伝統的社民主義者)が改革に反対し、さらには労組や連邦州も反対に回った。そのため、

Schrader率いるSPDのモダナイザーは、伝統的社民主義者と労組に対しては代償戦略を採用し、彼らの要望

にかなった労働市場改革を実施したお)。また、連邦州に対しては分断戦略を採用し、追加的補助金を餌とし

て、財政難の野党・中立州の票を取り込んでいった34)。それらの戦略が成功した結果、 2001年年金改革が可

決されたのであった。
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おわりに

以上で見てきたように、戦後ドイツの年金制度は大きく変貌を遂げてきた。「福祉拡充期jには、制度廃

棄・置換といった急激な改革が実施され、変化の結果も大規模であったため、ドイツ年金制度は実質的な国

民皆保険制度へと接近していった。「福祉縮減期」には、制度停止、制度転用、制度重層化といった漸進的

変化ではあったが、上部「階層jの改革(賦課方式)や「累積効果J(賃金スライド、早期退職、賦課方式

という年金制度のすべての主要部分が変化)によって大きな制度変化がもたらされたのであった。

福祉政治の展開を振り返ると、以下の点が明らかになった。「福祉縮減期」に大規模な改革ではなく漸進

的改革が採用されてきたのは、第一に、避難回避の政治だったこと、第二に、異なる「党派交叉連合」聞の

妥協によって改革が実行されてきたからである。しかし、福祉政治を主導してきた「党派交叉連合」が衰微

し、対抗する I党派交叉連合Jが台頭することによって、改革は年金制度の上部「階層jに達していき、つ

いには財政方式にも改革の手が及ぶことになったのである。

以上の分析結果を、冒頭の問いに照応させてみよう。戦後ドイツにおける年金制度の展開は、「保守主義

型福祉国家の凍結仮説」を支持しているとは言い難い。というのは、上部[階層」の賦課方式が改革されて

いるばかりでなく、さらには、漸進的変化の累積効果を射程に入れると、年金の主要な制度(賃金スライド、

早期退職、賦課方式)のすべてが変化しているからである。

もちろん、「凍結仮説Jの妥当性を検討するためには、他の保守主義型福祉国家の分析も欠かせない。こ

の点については今後の課題とし、ひとまずは本研究を締めくくることにしたい。

[注1
1 )本稿でドイツとし寸場合、断りがない限りは、統ーまでは西ドイツを、統一以降は統一ドイツを指すこととする。

2 )なお、こうした「凍結仮説」に疑義をHIlえる論考として、たとえばPalier[2003 J、Palierand Martin [2008J、Bleses

and Seeleib-Kaiser [2004Jなどがある。

3 )なお、漸進的な制度変化については、 5つの類型を提示するSreeckとThelenの研究や (Thelenand Streeck [2005J)、3

つの類型を提示する百lelenの研究がある (Thelen[2004J)。こうした議論の詳細は阪野論文で整理されているので、参

照されたい(阪野 [2006J)。

4 )ホールの制度変化の三段階論を援用しつつ、制度の目標とアイデイアに注目して鎮目は四類型を描いている。それら

は、転換、放置、代替、ピックパンと呼ばれる。この点については鎮目の論考を参照されたい(鎮目 [2009J)。

5) Piersonの言葉を借りれば、関値を超える場合である (Pierson[2006 J )。

6 )両者はともに階級間連合を指す概念であるが、 )J点は異なる。 Swensonの「階級交叉連合Jは、産業セクターごとの

労使連合、伊藤 [1988Jの「大企業労使連合」は、企業規模別の労使連合を意味している。

7)キリスト教労働者議員団やキリスト教民主主義左派とも呼ばれる。

8) SPD全党で参加したのは2000年ごろまでであり、その後は、自由主義連合に加わるグループと伝統的社民主義者に分

裂していった。

9) 1980年代前半までは、 FDP内にも社会的自由主義者が存在したが、彼らは1982年の政権交代を境にSPDtこ参加してい

った。

10)注意を要したいのは、社会委員会派とSPDの両者は、あくまで結果として政策選好が近接していた、という点である。

出発点は、カトリック社会理論と社会民主主義であるから、大きく異なっていた。ただ、家族政策、所得平準化、[jiJ家

介入なとaについては、両者は大きく見解を異にしていた。なお、近年の変化については小野 [2009Jに詳しいので参!!日

されたい。

11)この派閥の基礎の一つであるオルドー・リベラリズムについては、福田 [2001-2002Jや藤本 (2008)を参照された

し、。

12) FDPが社会的自由主義から白lU主義へと転回していく経緯、とりわけヴィースパーデン綱領の採択をめぐる過程につ
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いては、横井 [2000Jに詳しい。

13) ドイツ政治においてどのような拒否権プレイヤーが存在しているのかについては、小野耕二 [2007Jを参照された

し、。

14)福祉国家と各国年金制度との関連について、そしてまた年金制度の変化の政治的要因については、鎮目 [2003Jに詳

しい。参照されたい。

15)本論文と同燥の見解をとる論考として、たとえば、 M.G.Schmidtは「二つの社会国家政党jが福祉政策を主導してき

たことを主張しており (M.G.Schmidt[2006J)、またSchwarzも、詳しい決定過程の分析はないものの、同線のアイデイ

アを示している (Schwarz[1981J)。

16)当時の年金給付額は、公的扶助のそれを下回る場合が多々あった。労働者年金受給者の75%、職員年金受給者の20%

が、公的扶助以下の給付しか受け取っていなかった (Hentschel[1980J)。

17)給付算定式の詳細については、下手11田[1995Jを参照されたい。

18) SPDは前年の賃金上昇率にスライドを適用し、社会委員会派は 3年間の平均賃金に適用しようとしていた。

19) CDU/CSUがSPDの賛成を得ることができたのには、次の経緯があった。まず、年金改革に積極的であったAdenauer

が、 Erhardらの時限的給付引き上げ案に反対し、社会委員会派のイニシアチブを容認していたことがあげられる。その

ほか、 Storch労相がDGBにたびたび赴き、協力を呼びかけたことが功を奏していたことも重要であった。彼の説得によ

って、労組が賛成に回っており、結局、 SPDも賛意を示したのであった。

20)一方の保険部門が4か月分以上の資産を有し、もう一方が2か月分の資産を下回った場合に、財政調整が実施される

ことになる。その後、主として職員年金から労働者年金への財政移転が行われるようになる。

21)年金に任意加入する際、以前の保険料追納には控除が設けられたため、新しく約47万人が年金に加入することになっ

た (Schmidt[1978J)。

22)稼働能力の低下した者についても、 62歳から選択権が付与されることになった。

23)年金の「開放」措置は、連立パートナーのFDPの同意を取りつけるために、 SPDが考案したという経緯がある。 FDP

は、給付開始年齢の柔軟化に消極的であったが、 SPDとしては、給付開始年齢の柔軟化がSPDの支持母体たるドイツ労

働総同盟 (DGB)の長年の要求であったことから、これを取り下げるわけにはいかなかった。それゆえ、 FDPの同意を

取り付けるために、 FDPの支持層である自営業者に対して任意年金加入権を付与するという「開放J案を提示したので

ある。

24)低所得者の賃金を平均賃金の75%に設定して、給付水準を計算することになった。

25)なお、その後も賃金スライドには制度停止が実施され、 1999年改革によって 2年の停止が決定されることになる。

26)賃金スライドに従えば6%の上昇であったが、前年の賃金への適応に変更したことによって、 3%の上昇にとどまっ

マ.
~。
27) SPDと社会委員会派からの抵抗は激しく、 1977年改革への賛成と引き換えに、 Arendt労相は解任されることになっ

マ.
~。
28)第二次Schmidt政権発足にあたって、ょうやく連立協定において年金問題の解決がうたわれることになった。そこで、

賃金スライドの半年間の繰り越しも盛り込まれている。

29) 1996年改革では、二人の高齢労働者があわせて一人分の労働時間で働き、そこに一人の若年労働者を雇用した場合、

賃金の20%が補助されることになった。

30)この出来事は、 1957年以来続いてきた大政党間合意による年金改革がはじめて失敗したことを意味していた。その後、

2003年のRurup改革まで、年金改革は与党のみで決定されていくことになる。

31)公的年金の保険料率は、 2008年時点で19.9%であった (BMAS[2009J)。

32)たとえば、社会委員会派を見てみよう。 Dumigらの調査によれば、 1980年には 4万人であった構成員が、 1997年時点

で半減していた。一方、労組出身のSPD議員も減少している。統一以前は、 SPD全議員のうち90%を超えていたが、統

一以降は境におよそ75%にまで下落している (Cf.Schindler [1999 J )。

33)経営組織法の適用企業を拡大することや、若年雇用者プログラムが代償に該当する。
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34)財政赤字を抱える連邦州の多くは旧東ドイツの連邦州であり、加えてプレーメン州の取り込みに成功したことで、与

党は過半数を 6票上回る41票を獲得し、連邦参議院の拒否権を抑え込んだのであった。
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